


























































鶴岡市は、 2005年 10月に 6市町村(鶴岡市、藤島町、羽黒町、櫛引町、温海町、朝日
村)が合併して人口約 14万人となった。 2010年現在、小学校 40校、中学校 11校が設置
されている O 児童生徒数は、小学校 7，315人、中学校 4.096人、計 11，411人である。通常












る(図1)0 各段階とも研修時間は、計 30時間 (30単位)である。受講者は、特別支援教
育コーディネーターに限らず、所属長の許可があれば誰でも(教員、相談員、支援員など)



































理解 .ADHDの具体的な指導方法 2 
と (講義)








7セス 作-個成別(検演査習の)解釈と報告書の 5 
メント
支計媛画












-特別支援教育コー ディヰ-;の 0.5 
目的と役割




理解 'ADHDの理解と支援 2 
と
支援 .HFA、ASPの理解と支援 2 
-教科指導(読み・書き・計算)11
-ソーシャルスキルの指導 2 
力ウン -児童生徒、担任との相談 1.5 
セグリン -保護者との棺談、連携 1 

































初年度の 2007年度には、 75人が受講し 51人が修了した(修了率 68%)。そして、 2008
年度からスーパーコーディネーター養成研修、 2009年度にはスペシャルコーディネータ
ー養成研修が加わり、 3段階の研修システムが確立した。 2009年度末には 9人のスペシャ










2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
一般コーディネーター 75 (51) 45 (33) 48 (36) 33 (28) 
スーパーコーディネーター 21 (17) 13 (11) 4 (4) 



















































スペシャルコーディネーター資格者の中の 9人中 5人は教育相談員であるが、この 5人
は市内 6地域の担当を与えられ、専門家チームの一員として巡回相談を行っているD 専門
家チームの巡回相談は、 42保育園、 14幼稚園、 40小学校、 10中学校が対象である。 2009


















られた。不登校数では、ピーク時の 113人から 91人へと 20数人減少した。学力の向上で
は、集団式の知能指数で偏差値 52から 54へと上昇した。これらの波及効果は、担任一人
一人の普段の指導力によるものが大きいと推測される。このことは、鶴岡市において教員
の4人に 1人が特別支援教育コーディネーター養成研修に参加し、理論と実技の研修を積
みながら日々児童生徒に対応しているからであろう。すなわち、児童生徒一人一人への見
方、考え方、適切な対応等のできる教員が多いことが要因であると考えられる。その意味
では、一般教員や支援員・相談員にも開放している特別支援教育コーディネーター養成研
修の成果であると言える。
一方、スペシャルコーディネーター資格者は、特別支援教育コーディネーター養成研修
の講師、専門家チームの一員としての巡回相談の実施、個別検査の実施と判断会議への参
加など、まさしく専門家としての仕事を努めている。 3年という年月と金銭面での費用を
がかかったとはいえ、外部に頼らない自前の特別支援教育システムを構築させることがで
きたことは、大きな成果であると考えるD これらは、特別支援教育を推進する上で一つの
モデルとして注目に値するであろう O
6. 今後の課題
3段階の特別支援教育コーディネーター養成研修は、システムとして確立されてきた。
しかし、 2010年度以降のスーパーコーディネーター養成研修は実施されなかった。これ
は、専門家として鶴岡市の特別支援教育をリードしてし1く人材が少なく毎年実施すること
が不可能と判断したからである。 3年に 1度開催するなど、実施時期を検討しなければな
らない
2010年度から 9名のスーパーコーディネーター資格者が養成研修の講師を努めた。受
講者の中からは、大学等の研究者から具体的で専門的な講義も聞きたいとの要望もあった。
さらなる適材適所での講師の選定が必要であろう。
特別支援教育システム化については、山形大学特別支援教育臨床科学研究所との連携で
行ってきた。次第に鶴岡市が自立していく方向であるが、何を大学に期待するのかを明確
にしてし1かなければならない。
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